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国際物流強靭化に向けた取組と
国際コンテナ戦略港湾政策等への提言
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コロナ禍での国際物流混乱の状況や荷主企業の課題を共有 2
コロナ禍における、国際物流混乱の現状把握と情報提供

・2021年 4月 アンケート調査「第1回」を実施
「海上コンテナ不足等の問題に関する調査」

・2021年 8月 JILSホームページに行政や団体等の関連情報をアップ
8月開始、国土交通省の海外港湾情報を1行程度記載。
⇒これが .keizaireport.com に掲載される！！

http://www3.keizaireport.com/report.php/-/node=41/
11月頃より月２回程度で更新情報をアップ。

・2021年12月 アンケート調査「第2回」を実施
「国際海上輸送を中心とした国際物流の混乱に伴う荷主企業の
物流、サプライチェーンと SCM への影響」

・2022年 2月 テーマ別研究会（ウェビナー）を開催
「コロナ禍における“国際物流混乱の先のSCMの在り方”を探る」
参加者：1,076名

・2022年 4月 テーマ別研究会（ウェビナー）を開催
「米国西岸港湾ストライキの可能性とその物流対策を探る」
参加者：1,101名

・2022年 5月 テーマ別研究会（ウェビナー）を開催
「米国西岸港湾ストライキ海上輸送対策研究会」

参加者：584名

✓アンケート調査を2回実施、その内容をベースにウェビナー3回実施
✓延べ、2,600名の関係者が参加
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3国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 3



4

4国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 4
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コロナ禍での国際物流混乱の状況や荷主企業の課題を共有 5

※「グローバルロジスティクス研究会」の内容等を見直し
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 6

国の政策との連携が不可欠
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 7
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 8
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 9
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 10
サプライチェーンの不安定要素・リスクは、近年増加している

出典：デジタル時代におけるグローバルサプライチェーン高度化研究会／経済産業省（2022年6月～）
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 11
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 12
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 13

国の政策と連携し
国際物流の強靭化を推進
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 14
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国際物流強靭化推進事業活動の経過と今後 15

※経団連等の他団体と連携※調査結果、関連動向含めWEB、メルマガ、機関誌等で紹介
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国際コンテナ戦略港湾政策等への提言 16
１．国際コンテナ輸送に関して、荷主企業のサプライチェーンを強化するためには、

我が国港湾のアジアハブ機能を強化し基幹航路の強靱化を図る国際コンテナ戦略
港湾政策との連携・連動が必要。

２．個々の企業のサプライチェーン変革には、戦略の明確化と具現化する組織・管掌
の設計、業務プロセスの可視化・デジタル化等、統合的なマネジメントの構築が
必要。さらに、業界間のデジタル連携、これを後押しするサプライチェーン間の
情報連携の強化が必要。

３．２０２４年問題も踏まえ、陸上-海上輸送の最適化、効率化・共同化を進めるため、
ICD（インランドコンテナデポ）の活用やCRU（コンテナラウンドユース）など
についても議論を深める必要。

※そもそも・・・
“総合物流施策大綱（関係省連携）”の一環として、グローバルの観点で議論できる
枠組みが必要ではないか。
※ものづくり白書×通商白書×国土交通白書×交通政策白書 等々
⇒国際競争力向上の観点から“サプライチェーン強靭化グランドデザイン”
や“サプライチェーン強靭化白書”などの策定・実行・普及

⇒港湾政策に関しても、国と自治体等の一層の戦略同期化（全体最適へ）
※『国土強靭化（内閣官房）』のサプライチェーン版？！


